
2024年度 中間決算概要（連結）及び 通期見通し
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はじめに：高速道路事業のスキーム

❶道路建設資金を借り入れ、❷高速道路を建設し、❸完

成した高速道路資産を、建設に要した借入金等の債務

とともに機構に引き渡します。

※このとき、当社は、引き渡す債務の額を道路資産完

成高（収益）として、引き渡す高速道路資産の額を道

路資産完成原価（費用）として計上します。

保全・サービス事業

❹機構から高速道路資産を借り受けて運営・管理し、

❺通行料金を、❻道路管理費用と、❼高速道路資産の賃

借料に充て、❽機構は賃借料収入を財源に債務を返

済します。

❺通行料金には会社の利潤を含みません。

サービスエリア事業等

❾サービスエリア事業や、国土交通大臣に届

け出てその他事業を営んでいます。

高速道路事業の通行料金には利潤を含まない

ため、サービスエリア事業等が当社の収益

の柱となります。

建設事業

（１）事業の枠組み （資産・債務の流れ）

当社は、2005年10月に分割民営化された日本道路公団の業務の一部を承継し、他の高速道路会社及び独立行政法人 日本高速道路保有・債務返済

機構（機構）とともに設立されました。道路整備特別措置法及び機構との高速道路資産に関わる協定に基づいて、高速道路の建設や管理などを行っ

ています。

協定 機 構

債務の管理 ➑債務の返済

国土交通省

➎お客さまから頂く
 通行料金

資産の保有

➒サービスエリア
 事業等の収益

高速道路

  高速道路会社

建設事業

保全・サービス
事業

営業年度の事業計画の認可高速道路事業の事業許可

➊道路建設資金の
 借入れ

サービスエリア事業

その他事業

➋建設

➏管理

➐道路資産の賃借料

➍道路資産の借受け

➌資産・債務の引渡し
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はじめに：高速道路事業のスキーム

（２）道路資産賃借料

道路資産貸付料（会社にとっては賃借料。以下「賃借料」）

は、計画料金収入、計画管理費とともに、機構と会社が締結す

る協定にあらかじめ定められています。

賃借料は、機構が債務の返済に必要な額を道路資産の貸付期

間中に償うように設定されており、年度ごとの賃借料の額は、

計画料金収入から計画管理費を除いた額となっています。

また、協定には、計画に対して料金収入が一定以上増減した

場合には、それに対応して賃借料を増減する「変動賃借料」を

定めています（※）。

この変動賃借料制度は、所定の基準額以内の料金収入の増減

を会社の増収又は減収のリスクとし、基準額を超える料金収入

の増減については、基準額を超える部分の増減額を貸付料に対

して加算又は減算することによって、料金収入の変動が会社の

損益に与える影響を基準額以内に限定しています。

変動賃借料適用の基準となる料金収入の変動額は、計画料金

収入の1%（安房峠道路については4%）です。

※ 変動賃借料制度は、増収や効率的管理に向けた努力を会社に促しつつ、計画に対して
実際の料金収入が増減することによる会社の経営の不安定化を回避し、機構による債務
の償還を確実にするための措置とされています。

≪概念図≫

Ｘ１年度 Ｘ２年度 Ｘ３年度 Ｘ４年度 …ＸＸ年度



3

【１】2024年度 中間決算概要
当中間連結会計期間（自 2024年4月1日～至 2024年9月30日）

（１）業績の概要

※１ 中間純利益は「親会社株主に帰属する中間純利益」を記載しております。

業務内容事業

高速道路の新設及び改築建設事業
高速道路事業

高速道路の維持、修繕、災害復旧その他の管理保全・サービス事業

高速道路内におけるサービスエリアの建設、管理及び運営 等休憩所事業
関連事業 受託事業、トラックターミナル事業、占用施設活用事業、技術

外販事業、観光振興事業、海外事業、不動産事業 等その他（関連）事業

（注）当社グループは、経営組織の形態と事業の特性に基づいて、事業を以下のように区分しています。

（２）2024年度中間決算の主なポイント

[高速道路事業] 詳細については、P5参照のこと。

■交通量が増加したことにより、料金収入が増加（増収）しております。

■特定更新等工事（リニューアル）にかかる資産の引渡しが増加したことにより、

道路資産完成高が増加（増収）しておりますが、道路資産完成原価も同額増加

しております。

（注）完成した高速道路資産を、その建設に要した借入金等の負債とともに、機構に引き渡します。

このとき、引き渡す資産の額を道路資産完成原価（費用）に計上し、同額を道路資産完成高（収益）に

計上することから、損益には影響しません。（P1参照）

■管理費用の増加等により、減益となりました。

[関連事業] 詳細については、P6参照のこと。

■客数及び客単価の上昇に伴い、店舗総売上高が増加し増収・増益となりました。

[決算の総括]

■営業収益は、4,808億円で215億円の増収

また、損益に影響を及ぼさない道路資産完成高を除いても、162億円の増収

■営業利益は、217億円で50億円の減益

■中間純利益は、161億円で54億円の減益

（単位 ： 億円（切捨））

営業収益 4,808 4,593 215 104.7

高速道路事業 4,447 4,301 146 103.4

料金収入 3,506 3,414 92 102.7

道路資産完成高 934 880 53 106.1

その他の売上高 5 5 0 100.3

関連事業 362 292 70 124.1

休憩所事業 173 164 9 105.9

その他(関連)事業 188 128 60 147.3

営業費用 4,591 4,325 266 106.2

高速道路事業 4,272 4,069 203 105.0

道路資産賃借料 2,476 2,383 93 103.9

道路資産完成原価 934 880 53 106.1

管理費用等 861 805 56 107.0

関連事業 320 256 63 124.8

休憩所事業 134 130 3 103.0

その他関連事業 185 125 59 147.4

営業利益 217 267 ▲ 50 81.1

高速道路事業 174 232 ▲ 57 75.3

関連事業 42 35 6 118.9

経常利益 224 273 ▲ 49 82.1

中間純利益※１ 161 216 ▲ 54 74.7

2024年度

中間実績

(第20期) A

2023年度

中間実績

(第19期) B

％

A/B*100

増減

金額

A-B
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【２】2024年度(中間) セグメント別業績概要（実施した施策）
当中間連結会計期間（自 2024年4月1日～至 2024年9月30日）

（１）高速道路事業（ネットワークの整備等）

・新東名高速道路新秦野IC～新御殿場IC間、東海環状自動車道山県IC～大野神戸IC間及び養老IC～大安IC間等の新設事業、新名神高速道路亀山西JCT～甲賀

土山IC間の６車線化事業並びに東海北陸自動車道白川郷IC～小矢部砺波JCT間等の４車線化事業等について着実に推進しました。

・道路構造物等の点検に関しては、日々の高速道路の巡回による点検を行っているほか、橋梁やトンネル等については、法令に基づき５年に１度近接目視等

による詳細点検を行っています。また、変状が確認された構造物は計画的な補修を進めています。

・ETC利用率の拡大等の社会情勢の変化を踏まえ、ETCの専用化等による料金所のキャッシュレス化・タッチレス化を進めており、2024年９月末までに

33箇所でETC専用化の運用を開始しました。

（２）休憩所事業

・各SA・PAでは、地域の特色を活かした店舗づくり、魅力ある商品の販売、様々なニーズに応えるサービスの導入を進めるとともに、地域と連携した各種

イベントやキャンペーンを積極的に開催する等、お客さまサービスの質の向上や地域社会との連携・交流を推進しました。

・SA・PAの快適性と利便性の向上への取組みとして、中央自動車道双葉SA（上り線）のリニューアルを行い、フードコートとショッピングコーナーを拡充

するとともに、コインシャワーやコインランドリーを新設する等、より快適にお過ごしいただける商業施設に全面リニューアルしました。

・東名高速道路日本平PA（上り線）では全国のSAで初めてのコンビニジムを、新東名高速道路清水PAではSAの商業施設としては最大規模の太陽光発電設備

を導入しました。

（３）その他（関連）事業

・観光振興事業については、地方自治体と連携した高速道路の周遊エリア内が定額で乗り放題となる各種ドライブプラン（企画割引）の販売のほか、宿泊施設や

観光施設等と連携した企画割引を103プラン販売しました。

・不動産事業については、社宅の跡地を活用した戸建住宅地の分譲事業及び賃貸住宅事業を行いました。また、複合商業施設「テラスゲート土岐」では、土岐市

との連携協定締結による健康増進、教育・文化の推進、災害時支援を実施していく等の地域密着型の運営を継続しています。

・海外事業については、タジキスタン国等5か国において６件のコンサルティング業務を継続して実施し、現地技術者の能力向上等に貢献するとともに、フィリ

ピン国現地法人NEXCO CENTRAL Philippines Inc.では、ダバオ市バイパス建設事業のトンネル設備工事等を推進しています。また、米国現地法人NEXCO 

Highway Solutions of America Inc.では、舗装点検ソリューション等のコンサルティング業務の受注に向け営業活動を行い、５市との有償契約に至ってい

ます。

以下、インターチェンジを「IC」、ジャンクションを「JCT」、サービスエリアを「SA」、パーキングエリアを「PA」と記載します。



5

【３】2024年度(中間) セグメント別業績概要（高速道路事業）
当中間連結会計期間（自 2024年4月1日～至 2024年9月30日）

（１）高速道路事業の業績概要

増減2023年度2024年度

(＋26）≪＋1.3%»2,0372,063全車

（+10）≪＋2.2%≫（447）（457）
（大型）
※中型、大型、特大車の計

（+16）≪＋1.0%≫（1,590）（1,606）
（小型）
※軽自動車等、普通車の計

[交通量] ※各年度4月－9月の実績 （単位：千台/日）

（２）増減要因（前年比較）

①『料金収入』は、92億円の増収（前年同期3,414億円⇒3,506億円）
・交通量が増加したことにより、増収となっております。

（注）交通量については左表参照

②『道路資産完成高』は、53億円の増収
『道路資産完成原価』は、同額の増加 （880億円⇒934億円）
・特定更新等工事（リニューアル）にかかる資産の引渡しが増加したことにより、

増収（53億円）となり、同額の費用が増加しております。

・なお、新設・改築にかかる資産の引渡しはありませんでした。

③『その他収入』については、ETCコーポレートカード取扱手数料等を計上
しており、概ね前年度と同水準となっております。

④『道路資産賃借料』は、93億円の増加（2,383億円⇒2,476億円）
・料金収入の増加に伴い、増加しております。

（注）道路資産賃借料は、計画料金収入に対して料金収入の実績が一定割合を超えて変動した際には、
機構と会社間の協定に基づき、機構に支払う道路資産賃借料のうち、一定割合を超える部分に
ついて増減算を行うこととなっております。（P2参照）

⑤『管理費用等』は、56億円の増加（805億円⇒861億円）
・土木構造物の補修等の増加により、管理費用は増加となっております。

以上の結果、当期の高速道路事業の営業利益は174億円で、57億円の減益
（232億円⇒174億円）

（単位 ： 億円（切捨））

営業収益 4,447 4,301 146 103.4

料金収入(①) 3,506 3,414 92 102.7

道路資産完成高(②) 934 880 53 106.1

その他収入(③) 5 5 0 100.3

営業費用 4,272 4,069 203 105.0

道路資産賃借料(④) 2,476 2,383 93 103.9

道路資産完成原価(②) 934 880 53 106.1

管理費用等(⑤) 861 805 56 107.0

営業利益 174 232 ▲ 57 75.3

(第20期) A (第19期) B A-B A/B*100

2024年度 2023年度 増減

中間実績 中間実績 金額 ％
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【４】2024年度(中間) セグメント別業績概要（関連事業）
当中間連結会計期間（自 2024年4月1日～至 2024年9月30日）

（１）関連事業の業績概要

[休憩所事業 中間実績の推移]

2020年度2021年度2022年度2023年度2024年度

96110144164173営業収益

▲25▲9213339営業利益(▲損失)

（単位：億円（切捨））

[SA・PA店舗売上 中間実績] （単位：億円（切捨））

増減2023年度2024年度

＋31 ≪＋4.7%»690722飲食・物販

+14 ≪＋3.0%≫473488ガソリンスタンド

（２）増減要因（前年比較）

[営業収益]

■休憩所事業は、9億円の増収（前年同期164億円⇒173億円）

・客数及び客単価の上昇に伴い、店舗総売上高が増加し増収となっております。

■その他（関連）事業は、60億円の増収（128億円⇒188億円）

・国、地方公共団体等から受託した工事出来高の増加等によるものです。

（注）受託事業については、高速道路区域又はその近接部分における工事等を第三者から受託する
もので、金額規模によらず損益への影響は限定的です。

[営業費用]

■休憩所事業は、3億円の増加（130億円⇒134億円）

・店舗総売上高の増加による直営店舗の原価の増加や、修繕費・業務委託費等の
増加によるものです。

■その他（関連）事業は、59億円の増加（125億円⇒185億円）

・国、地方公共団体等から受託した工事出来高の増加等によるものです。

[営業損益]

■当期の関連事業の営業利益は42億円で、6億円の増益
（35億円⇒42億円）

・休憩所事業は、営業収益の増加等により増益（5億円）となりました。

・その他（関連）事業は、前年度と同水準となっております。

（単位 ： 億円（切捨））

営業収益 362 292 70 124.1

休憩所事業 173 164 9 105.9

その他(関連)事業 188 128 60 147.3

営業費用 320 256 63 124.8

休憩所事業 134 130 3 103.0

その他(関連)事業 185 125 59 147.4

営業利益 42 35 6 118.9

休憩所事業 39 33 5 117.3

その他(関連)事業 2 2 0 145.0

(第20期) A (第19期) B A-B A/B*100

2024年度 2023年度 増減

中間実績 中間実績 金額 ％
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※１ 中間純利益は「親会社株主に帰属する中間純利益」を記載しております。
※２ 2021年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しております。

【５】業績推移（連結）
2019年度（第15期）～2024年度（第20期）中間連結会計期間

【参考】2020年度以前に「収益認識に関する会計基準」を適用していた場合の料金収入（比較用）

2019年度
中間実績
(第15期)

2020年度
中間実績
(第16期)

2021年度
中間実績
(第17期)

2022年度
中間実績
(第18期)

2023年度
中間実績
(第19期)

2024年度
中間実績
(第20期)

3,3992,5843,0313,3033,4143,506（料金収入）

（単位 ： 億円（切捨））

営業収益 4,808 4,593 6,212 6,563 3,464 4,299

高速道路事業 4,447 4,301 5,935 6,356 3,190 3,981

（料金収入） 3,506 3,414 3,303 3,031 2,733 3,583

（道路資産完成高等） 940 886 2,631 3,325 456 398

関連事業 362 292 276 207 274 318

営業費用 4,591 4,325 6,016 6,345 3,303 4,062

高速道路事業 4,272 4,069 5,768 6,129 3,004 3,780

関連事業 320 256 248 215 299 281

営業利益(▲損失) 217 267 195 218 160 237

高速道路事業 174 232 166 227 185 200

関連事業 42 35 28 ▲ 8 ▲ 25 36

経常利益 224 273 201 227 169 242

中間純利益 161 216 158 179 72 163

(第20期) (第19期) (第18期) (第15期)(第17期) (第16期)

2024年度 2023年度

中間実績 中間実績

2022年度

中間実績

2019年度

中間実績

2021年度

中間実績

2020年度

中間実績



【６】2024年度 通期見通しの概要
当連結会計年度（自 2024年4月1日～至 2025年3月31日）

（１）通期見通しの概要 （２）増減要因(2023年度通期実績との比較）

［高速道路事業］

■料金収入は、149億円の増収（前年度6,721億円⇒6,870億円）
・上半期の状況を踏まえ交通量が増加していることから、増収となる

見込みです。

■道路資産完成高は、1,603億円の増収（2,300億円⇒3,904億円）
・機構への引渡し規模の増加により、増収となる見込みです。

■道路資産賃借料は、157億円の増加（4,770億円⇒4,928億円）
・料金収入の増加に伴い、増加する見込みです。

■道路資産完成原価は、1,603億円の増加（2,300億円⇒3,904億円）
・要因については、道路資産完成高と同様です。

■管理費用等は、59億円の増加（1,914億円⇒1,973億円）
・道路構造物の点検結果に基づく補修増等により増加する見込みです。

■営業利益は、68億円の減益（49億円⇒▲19億円）
・上記の増減の結果、減益となる見込みです。

［関連事業］

■休憩所事業の営業収益は、10億円の増収（327億円⇒337億円）
・店舗総売上高の増加等により、増収となる見込みです。

■その他（関連）事業の営業収益は、351億円の増収

（479億円⇒830億円）
・受託事業の出来高の増加により、増収となる見込みです。

■休憩所事業の営業費用は、22億円の増加（275億円⇒297億円）
・業務委託費、電気料金、直営店舗の原価等が増加する見込みです。

■営業利益は、9億円の減益（59億円⇒50億円）
・上記の増減の結果、減益となる見込みです。

［当期純利益］

■当期純利益は、70億円の減益（95億円⇒25億円）※１ 当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」を記載しております。
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（単位 ： 億円（切捨））

営業収益 11,955 9,839 2,116 121.5 15,150

高速道路事業 10,787 9,035 1,752 119.4 13,987

料金収入 6,870 6,721 149 102.2 6,479

道路資産完成高 3,904 2,300 1,603 169.7 7,497

その他の売上高 12 13 ▲ 0 95.6 10

関連事業 1,167 806 361 144.9 1,163

休憩所事業 337 327 10 103.2 335

その他(関連)事業 830 479 351 173.3 827

営業費用 11,923 9,730 2,193 122.5 15,116

高速道路事業 10,806 8,985 1,820 120.3 13,992

道路資産賃借料 4,928 4,770 157 103.3 4,602

道路資産完成原価 3,904 2,300 1,603 169.7 7,497

管理費用等 1,973 1,914 59 103.1 1,892

関連事業 1,117 746 371 149.7 1,124

休憩所事業 297 275 22 108.1 305

その他関連事業 819 471 348 174.0 819

営業利益(▲損失) 31 109 ▲ 77 28.9 34

高速道路事業 ▲ 19 49 ▲ 68 － ▲ 4

関連事業 50 59 ▲ 9 84.5 38

経常利益 42 123 ▲ 81 34.5 44

当期純利益※１ 25 95 ▲ 70 26.3 28

（参考）

2024.6.7公表

通期見通し

2024年度 2023年度 増減

通期見通し 通期実績 金額 ％

A B A-B A/B*100


